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伊賀市住民自治のあり方検討委員会 議事概要 

 

審議会名 第２回伊賀市住民自治のあり方検討委員会 

日時 令和７年９月 29 日（月） 午前 10 時～12 時 

場所 伊賀市役所４階 庁議室 

出席者 【委員】小林 慶太郎委員⾧、板井 正斉委員、中西 正敏委員、 

南出 幸子委員、山口 真由子委員 

【伊賀市】地域連携部 籔中 英行部⾧、百田 貴子次⾧ 

住民自治推進課 伊藤 隆之課⾧、奥沢 浩和主幹、吉藤 彰 

傍聴人 ４人 

内容 以下のとおり 

 

１ 開会 

 ＜委員⾧あいさつ＞ 

 

２ 前回の振り返り 

  ＜事務局より前回の振り返りと資料２、共通資料７について説明＞ 

 

【住民自治協議会（以下、自治協）エリアについて】 

（委 員）自治協のエリアは小学校区に基づいているが、現在小学校は 18 校。自治協エリ 

アが 39 地区に設定された経緯を知りたい。 

（事務局）自治協のエリア定義は自治基本条例に基づく「共同体意識の形成が可能な一定 

の地域」であり、昭和・平成の大合併以前の 39 区域である。 

 

【第２層（地域包括ケアの圏域）について】 

（委 員）地域包括ケアの圏域についての詳細を知りたい。 

（事務局）圏域は地域包括支援センターの福祉相談の範囲であり、東部、中部、南部に分か 

     れている。 

（委員⾧）消防団はどのような区分けか。 

（事務局）消防団は 10 分団に分かれている。 

 

３ 議事 

 20 年の振り返りについて 

（１）今後の進め方について 

（委員⾧）過去 20 年の住民自治の進展と現状の課題を共有し今後のあり方を検証したい。 

論点整理のための資料作成を事務局に依頼したので、資料３をベースに議論を 
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進めたい。 

 

（２）論点整理 

（事務局）＜資料３および資料４、５の説明＞ 

 

【協議の場（地域計画）について】 

（委 員）アンケートでは地域計画を発信しているとの回答が多いが、地域住民は計画が 

     あることを知らない場合が多い。ホームページでも公開されているが、興味を持 

     って探さないとそのページにたどり着けない。発信方法に課題があると感じる。 

（委 員）自治協のホームページを見たが、意識的に見に行かないとたどり着けない。 

また、通っていた学校と住んでいる場所の自治協が異なるため、なじみがなく、 

地区市民センターの場所も知らなかった。センターへ伺っても職員からは「ホー 

ムページを見てください」との回答しか得られなかった。行政の支援として、住 

民に説明できるような職員の意識づけや研修が必要だと感じる。 

（委 員）地域計画を評価する際、知っているかどうかだけで評価すると偏った評価とな 

る可能性がある。計画を知らなくても満足して生活できているのであれば、それ 

も一定の評価に値する。その点で、伊賀市では全地域で自治協が立ち上がり、維 

持できていることは評価すべき点である。 

（委 員）地域計画を作ってくれている人がいることも重要。資料２の圏域の中でも特に 

重要なのが第３層（自治協）であり、いかに第２層の公的な支援につなげてい 

くかを第３層は求められている。そんな中、限られた善意の力で何とか住民を 

支えてくれているという点で、とても重要である。 

アンケート調査の認知度の数字がこれだけの数というのは伊賀市の強みとも捉 

えることができる。 

（委 員）役員任期が短期化しているが、1、2 年で任期が終わると地域計画が見直されず 

ルーティン化する恐れがある。逆に⾧期間同じ人が役員だと安定化し、変化が起 

こりづらくなる可能性もある。また、既存事業の必要性の検討には住民アンケー 

トが重要。その結果によって目標が明確化でき、地域計画にも反映ができる。 

（委 員）協議の場での最終決定はどう行われるのか。 

（事務局）自治協は協議体の機能もあり、基本的には総会で地域のことを決める。物事が二 

分した際には多数決となる。自治協を知らなければ総会に参加する権利も知ら 

ず、地域の決め事に参加できないことになる。 

（委 員）自治基本条例に規定されている内容も含め、地域がやりたいことを決める際に 

は自治協が重要な機関である。地域の要望も自治協を通じて市と折衝すること 

で要望が伝わりやすい。自治協の使い方を市民に認知してもらうことが重要。 

（委 員）災害発生時に市が何かしてくれるのか、地域が何かするのか、誰に従うべきな 
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のかがわからない。 

（委員⾧）まさに自治協は行政に頼れない部分を解決するための仕組みだが、その点が住 

     民に届いていないとすれば見直す必要がある。 

（委 員）個別避難計画の策定をモデル事業として進めており、それらを通じた自治協単 

     位での防災意識の向上が重要だと感じる。身近な防災について関わることで住 

     民にとっての自治協の重要性も見えてくると思う。 

（委 員）ある地域では自治協が防災訓練を実施している事例があるが、具体例を教えて 

ほしい。 

（事務局）防災は各自治会単位の自主防災組織が取り組んでいるケースが多いが、自治協 

での広域活動もある。ある自治協では成立後まもなく防災について課題意識を 

持ち、各団体を取りまとめて取り組んでおり、近年他地域でも活発になっている。 

（委 員）自治協と共催で防災に関する講座を開催したところ、自治協自らが地元企業へ 

の声掛けを行ってくれたり、部会員の積極的な参加により、有意義なものとなっ 

た。参加した外国人のコメントで「災害のときにも優しくしてほしい」というも 

のがあり、やはり有事の際は地域住民同士の協力が大切だと感じる。その点では 

地域を特定して防災の講座や交流を行うことは重要。 

（委 員）役員によって講座開催時の協力の度合いが変わる可能性があるが、地域計画に 

     記しておけば役員が代わっても継続できる。地域計画をうまく活用することが 

     重要。その点では地域計画の存在を住民が知らないのはもったいないというこ 

     とにいかに気付いてもらえるのかどうかも課題の一つである。 

（委員⾧）伊賀市では全国に比べて地域計画の作成状況の割合が高いが、計画を作成して 

     いない自治協もあるのか。 

（事務局）全ての自治協で地域計画は策定されているが、アンケートの質問に対し「計画 

     はあるが中⾧期のビジョンはない」という捉え方をして回答された可能性があ 

る。また、策定はしているが更新していない地域は一定数ある。 

（委員⾧）転入者には地域計画が渡されていない可能性があり、課題の一つ。 

（委員⾧）自治協の総会で地域のことを決められるのに、住民がそれを知らなければ自治協 

は機能を発揮できない。うまくいっていないなら別の形を考えることも重要。 

（委 員）自治基本条例上、1 地域に 1 つしか自治協は組織できない。現在 39 自治協が立 

ち上がっているが、39 のまま維持できるのか、その区域の定め方も含めて検討 

が必要。 

（委員⾧）自治協が何を担うのかも検討の余地がある。本委員会は思考実験の場であり、ど 

のように仕組みを変えればうまくいくのか最適解を検討する必要がある。 
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【組織運営について】 

（委 員）役員任期の短期化が問題だが、中間支援者として思う理想の任期はどれくらいか。 

（委 員）1 期 2 年の 2 期が理想で、新しい事業も展開できると考える。 

（委 員）担い手不足について、働き方が変わってきている中で、自治協の役に就くのは大 

変という意見が多い。一定のスキルに⾧けている人が部分的に関わることも有 

効である。 

（委員⾧）部分参加の重要性を同じく感じている。柔軟な関わり方ができる団体のあり方 

     が持続可能な運営にとって重要。 

（委 員）全国的にも地域への女性の参画が少ないが、部会等への女性の参加ができてい 

る自治協は他に比べ、より活発に活動していると感じる。 

（委 員）役員報酬は無償か。 

（事務局）自治協や役職によって違い、年間数万円～10 万円程度が支給されるが、ボラ 

ンティアに近い。 

（委 員）報酬が適正に支払われることや、やりがいが感じられる組織であれば参画が進む。 

（委員⾧）社会環境が変わってきたのに、仕組みが適応しきれていないことが課題。 

（委 員）自治協の収益事業は認められているか。 

（事務局）条例上規制はない。 

（委 員）収益事業を行い役員等への対価の原資となるのなら効果的。 

（委 員）自治協の収益事業について、とある自治協への聞き取りでは条例上できないと認 

識されていた。フリーマーケットなどを開催し、そこで得た収益を自治協活動へ 

充てることは可能か。 

（事務局）可能。収益を住民自治活動に還元する活動はここでいう営利には当たらない。た 

だし、条例で地区市民センターでの営利活動は禁止されている。その点は行政と 

しても課題であると認識している。 

（委 員）対価のための収益を生み出すという点で、地区市民センターで営利活動が行え 

ないことは１つの制度上の課題と言える。 

（委員⾧）次回は今回に引き続いて検証の場としたい。その中で自治協の役員、或いは外国 

人住民や若者の意見も聞きたいという意見があれば事務局へ伝えることとする。 

  

４ その他 

 ＜事務局より次回日程等について説明＞ 

   ＜閉会＞ 


